
（地独）東京都立産業技術研究センター　第三期の業務実績評価項目（案）
（参考）

【事業名】 第二期評価項目

基盤研究　《期間中：製品化・事業化等100件》 1 基盤研究 基盤研究 16　基盤研究

共同研究　《期間中：製品化・事業化33件》 2 共同研究 共同研究
4 ロボット産業活性化事業
5 生活関連産業の支援

17　共同研究

①　提案公募型研究　《期間中：採択70件》 外部資金導入研究・調査

②　地域結集型研究 　〃

ロボット産業活性化事業 4 ロボット産業活性化 ロボット産業活性化事業
2 共同研究
3 外部資金導入研究・調査

１－５　生活関連産業の支援 生活関連産業の支援 5 生活関連産業の支援 生活関連産業の支援
2 共同研究
3 外部資金導入研究・調査

（１）　技術相談 ①本部の技術相談実施体制の継続 技術相談

②総合支援窓口によるサービス機能総合化の継続 　〃

③幅広い相談ニーズに対応する専門相談員の設置 　〃

④サービス産業等の技術分野の相談 　〃

⑤実地技術支援 　〃　（実地技術支援）

⑥他機関や外部専門家を活用した技術支援 　〃 19 他機関との連携

⑦協定締結機関と連携した技術相談体制 　〃 19 他機関との連携

⑧節電・省エネルギーに関する技術相談・実地技術支援 　〃

技術相談の実施　《32fy末：120,000件》 　〃

（２）　依頼試験 ①導入機器を活用した付加価値の高いものづくり支援 依頼試験

②オーダーメード試験 　〃　（オーダーメード試験）

③TKF参加公設試と連携した試験実施体制の整備 　〃 19 他機関との連携

④ＪＣＳＳ、ＶＬＡＣ、ＪＮＬＡの試験所認定事業者としての試験業務の継続 　〃

⑤特徴的な技術分野での高品質なサービスの実施　《32fy末：23%》 　〃　（ブランド試験）

⑥機器の適切な保守・更新、校正管理 　〃

⑦試験・研究設備及び機器の導入・更新 　〃

⑧節電・省エネルギー製品開発を促進する依頼試験 　〃

⑨工業製品等の放射線量測定試験 　〃

関連項目

外部資金導入研究

技術相談

依頼試験

項目

１　技術相談

7 ２　依頼試験

１－４　ロボット産業活性化事業

２　中小企業の製品・技術開発、新事業展開を支える技術支援

２－１　技術的課題の解決のための支援

6

１－１　基盤研究

１－２　共同研究

１－３　外部資金導入研究・調査
3 18　外部資金導入研究

【第三期中期計画】 【平成28年度計画項目】
創業支援課（案）

Ⅰ　住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１　東京の産業発展と成長を支える研究開発の推進

参考資料 ４ 
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（地独）東京都立産業技術研究センター　第三期の業務実績評価項目（案）
（参考）

【事業名】 第二期評価項目
関連項目

項目
【第三期中期計画】 【平成28年度計画項目】

創業支援課（案）

（１）　機器利用サービスの提供 ①機器利用サービス
機器利用実績、ライセンス
制度、ＨＰ活用

②生活技術開発セクターでのサービス産業等への技術支援 機器利用 5 生活関連産業の支援

③先端計測加工ラボを活用した先端ものづくり支援 　〃

（２）　高付加価値製品の開発支援 ①３Ｄものづくりセクター　《依頼試験＋機器利用　32fy末：21,100件》 9 ３Ｄものづくりセクター ３Ｄものづくりセクター
7 依頼試験
8 機器利用

②先端材料開発セクター　《依頼試験＋機器利用　32fy末：7,600件》 10 先端材料開発セクター 先端材料開発セクター
7 依頼試験
8 機器利用

③複合素材開発セクター　《依頼試験＋機器利用　32fy末：19,500件》 11 複合素材開発セクター 複合素材開発セクター
7 依頼試験
8 機器利用

④オーダーメード開発支援　《32fy末：450件》 12 オーダーメード開発支援 オーダーメード開発支援 ６　オーダーメード開発支援

⑤製品開発支援ラボ・共同研究開発室 13 製品開発支援ラボ等 製品開発支援ラボ等 ７　製品開発支援ラボ

（３）　製品の品質評価支援 実証試験セクター　《依頼試験＋機器利用　32fy末：48,000件》 14 実証試験セクター 実証試験セクター
7 依頼試験
8 機器利用

８　実証試験セクター

２－３　新事業展開、新分野開拓のための支援

（１）　技術経営への支援 ①中小企業振興公社等他機関と連携したセミナー、実地技術支援 技術経営支援

6 技術相談（実地技術支援）
19 他機関との連携
20 産業人材の育成（技術セミ
ナー）

９　技術経営支援

②特許の出願及び使用許諾推進　《期間中　許諾30件》 特許出願・使用許諾 10 特許出願

（２）　技術審査への貢献 ①助成や表彰などの技術審査への協力・技術審査スキルの向上 技術審査 19 他機関との連携

②技術審査による産業への貢献度把握 　〃

（１）　国際規格対応への支援 ①国際規格に関する情報収集、技術相談セミナー 国際規格対応支援

6 技術相談
20 産業人材の育成（技術
セミナー）
21 情報発信・情報提供

②国際規格に対応した試験　《32fy末：4,000件》 　〃 7 依頼試験

（２）　海外支援拠点による支援 ①バンコク支所での現地実地技術支援 海外拠点支援 6 技術相談

②海外現地情報の情報提供 　〃 6 技術相談

機器利用

技術経営支援15

技術審査

海外展開技術支援

16 12 技術審査

２－４　中小企業の海外展開を支える技術支援

17

11 国際規格対応支援

２－２　開発型中小企業の支援

8 ３　機器利用
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（地独）東京都立産業技術研究センター　第三期の業務実績評価項目（案）
（参考）

【事業名】 第二期評価項目
関連項目

項目
【第三期中期計画】 【平成28年度計画項目】

創業支援課（案）

①東京イノベーションハブの活用、
　 大学・研究機関と中小企業のマッチングの場の提供

マッチングの場の提供
20 産業人材の育成
21 情報発信・情報提供

13 東京イノベーショ
ンハブ

②異業種交流会 企業間交流支援

③業種別交流会 　〃

④技術研究会 　〃

①区市町村との連携強化 他機関との連携

②ＴＫＦ活動（公設試験研究機関との連携） 　〃

③中小企業振興公社等経営支援機関との連携 　〃
15 技術経営支援
16 技術審査

④都との協定に基づく放射線量測定試験 　〃

技術セミナー、講習会、高度産業人材育成 技術セミナー・講習会等 19 技術セミナー・講習会等

①大学・学術団体等への職員講師派遣、
　 インターンシップ受入れ、オーダーメードセミナー

産業人材の育成 19 他機関との連携

②サービス業・卸売業・小売業従事者向けセミナー 　〃

金融機関や産業支援機関を活用した実践的セミナー 技術セミナー・講習会等

①講演会、イベント、展示会への参加 情報発信

②研究発表会等での情報発信 　〃

①各種広報媒体による情報提供 情報提供

②公開図書室 　〃

産学公金連携支援

他機関との連携

産業人材の育成

５　情報発信・情報提供の推進

５－１　情報発信

21 21 情報発信・情報提供
５－２　情報提供

情報発信・情報提供

４　東京の産業を支える産業人材の育成

４－１　技術者の育成

20
４－２　関係機関との連携による人材育成 20 連携による人材

育成

４－３　海外展開に必要なグローバル人材の育成

３　多様な主体による連携の推進

３－１　産学公金連携による支援

18 14 産学公連携コー
ディネータ、異業種交
流会等

３－２　行政及び他の支援機関との連携による支援

19 15 他機関との連携
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（地独）東京都立産業技術研究センター　第三期の業務実績評価項目（案）
（参考）

【事業名】 第二期評価項目
関連項目

項目
【第三期中期計画】 【平成28年度計画項目】

創業支援課（案）

機動性の高い組織体制の確保 組織体制及び運営

適正な組織運営 　〃

１－３　職員の確保・育成 職員の確保・育成 　〃

情報システムの利便性およびセキュリティの向上 　〃

２－１　業務改革の推進 業務改革の推進 業務運営の効率化と経費節減

財政運営の効率化 　〃

資産の適正な管理運用 資産の管理運用

剰余金の適切な活用 剰余金の活用

施設・設備の整備と活用 施設・設備の整備と活用

①情報セキュリティ管理 危機管理対策

②環境保全、規制物質管理、労働安全衛生など 　〃

③災害等発生時の危機管理対策 　〃

④危機管理体制の整備 　〃

情報公開 社会的責任

環境への配慮 　〃

法人倫理 　〃

24 危機管理対策の
推進、社会的貢献

３　社会的責任

２－２　財政運営の効率化

Ⅲ　財務内容の改善に関する事項

１　資産の適正な管理運用

組織体制および運
営、効率化、経費節
減

適正な資産管理等

危機管理対策、社
会的責任

２　危機管理対策の推進

24

23

２　剰余金の適切な活用

Ⅳ　予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画　　　　　Ⅴ　短期借入金の限度額
Ⅵ　重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画　　　　Ⅶ　剰余金及び積立金の使途

Ⅷ　その他業務運営に関する重要事項

１　施設・設備の整備と活用

３－１　情報公開

３－２　環境への配慮

３－３　法人倫理

Ⅱ　業務運営の改善及び効率化に関する事項

１　組織体制及び運営

１－１　機動性の高い組織体制の確保

22

22 組織体制および運営

１－２　適正な組織運営の確保

１－４　情報システム化の推進・
　　　　 情報セキュリティ対策の徹底

２　業務運営の効率化と経費節減

23 業務運営の効率
化と経費削減、資産
管理等
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